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. 図書行政懇談会(第二次)の設置と答申
2001年4月、理事会は、図書館運営担当理事の諮問機関として図書館長を座長とする図書行政懇談会(第二次)を設
置した。そこで、は「全学的に使いやすい図書館j、「利用者サービスのさらなる向上j、「予算のより有効な活用Jを目的とし
た図書行政懇談会(第一次)での成果をふまえて、さらに、全学的な視野にたって、との目的を達成するために必要な図書
行政のあり方について討議されることとなった。本懇談会ではさらに中央図書館、キャンパス図書館および、各箇所図書室
のさらなる連携・統合をめざして、全学図書館システムの管理・運営面における改革・改善の方向性について活発な議論
が展開された。2002年3月に提出された答申で、は、 「ネットワークを利用した電子媒体による学術情報資源の導入、利用に
かかわり、本学における分散型図書館制度の枠組みのなかで各箇所における予算執行権限を維持しながら、全学的な図
書関係予算の編成と執行の調整のための措置を講じることにより、迅速かつ柔軟な箇所問調整と整合性をもった図書関
係予算体制」を確立する乙とを目的として 「①図書関係予算について、各箇所毎に大学本部に対して予算申請していた
ものを集約したうえで一括して大学本部に予算申請することに改める。 ②各種情報と予算を有効活用するためには調
整機能をもった窓口的な箇所が必要となることから、中央図書館が図書関係予算の編成と執行の調整の役剖を担うこと
とする。 ③図書関係予算の編成と執行の調整については、図書館長の責任のもとに各箇所との協議を経て行い、最
終的に図書館協議員会に報告のうえ、その了承を得るものとする。 ④学術情報資源の共同利用にかかわる全学的な
意思形成のための制度的な枠組みがすみやかに構成されることを期待するが、当面、電子媒体による学術情報の共同
利用を一層促進することを目的として、それらの導入、利用および継続購入にかかる検討を行なうために、図書館協議員
会のもとに「電子媒体検討委員会(仮称)Jを設置する。」を骨子とする図書関係予算の編成および執行手続きの変更が
提案された。今後、理事会、図書館および関係箇所において答申の実施に向けた実務的な調整がすすめられることになる。
1 ScienceDirect.. IDEALなどの電子ジャーナル・データベースの導入と利用
近年、ネットワークを利用した電子媒体による学術情報の利用は大学における教育-研究活動支援、とりわけ図書館サ
ービスの展開のうえで必要不可欠のものとなりつつある。図書館としては、OCLCFirstSearch(1996年)、ISI社のWebof 
Science (2000年)をはじめとして、各種学術情報データベース、さらに、エルゼピアサイエンス社のScienceDirectやアカデミ
ックフ。レス社のIDEALなどの各種フルテキスト電子ジャーナルなど、こうした電子媒体による学術情報の提供に努めている。
またこれら以外にも導入を予定・検討しているデータベースも数多い。
しかしながら、ネットワークを利用した電子媒体による学術情報の提供には、多額の費用がかかることも事実である。また、
殴米の学術出版社による電子ジャーナルなどのネットワークを利用した学術情報パッケージの利用は、紙媒体による学術
雑誌の購読とは異なり、大学、つまりサイトを単位とした一括契約となるため、IDEALなどの2002年度契約更新にともなう
箇所聞の調整には困難をきわめた。昨今の電子媒体による学術情報の導入にかかる予算執行にかんして、現在の箇所
を単位とした図書関係予算交付と執行のしくみがおおきな障害となりつつある乙とは明白である。うえでのべた図書行政
懇談会(第二次)では、こうした焦眉の課題にたいして、図書関係予算の編成と執行手続きの変更を答申としてまとめ、理
事会に提案したが、今後、早急に提案が実施にうつされる必要がある。
また、大学全体の財政状況が厳しさをます昨今、学内における学術情報資源の共同利用をさらに促進する方策を検討
する一方で、学外諸機関との共同ないし連携を模索する必要も生じている。2002年度の国の学術研究情報基盤整備に
ともなう文部科学省による国立大学図書館の電子ジャーナノレ導入にかかる予算措置を視野にいれて、本学および慶磨、義
塾大学のイニシアチブにより、私立大学図書館聞の横の連携をはかる動きも活発化している。今後、電子媒体による学術
情報の導入といった事例にとどまらず、学術情報資源の共同利用とpう観点から、大学全体の図書関係予算のあり方に
ついて検討する時期にきている。
西早稲田キャンパス学生読書室のWINE参入と全学共同利用の開始
西早稲田キャンパスの各学部学生読書室は、これまで、各箇所独自に図書館ノTッケージシステムを運用していた。しかし
2001年度から順次リースアッフ。の時期をむかえることを契機としてWlNEネットワークに参入することにより簡所ごとにかかっ
ていたシステム運用経費の節減をはかり、あわせて各学生読書室のネットワーク参入による機能的統合をすすめる乙ととな
った。もとより西早稲田キャンパスの各箇所学生読書室はそれぞれ学部等各箇所が所管しているが、今回のネットワーク参
入により、乙れら学生読書室と中央図書館および、キャンパス図書館の一層の協力、連携がすすめられることとなった。
2001年3月より社会科学部学生読書室から順次、作業をすすめ、2002年3月をもって、政治経済学部、法学部、教育学部、
社会科学部の各学生読書室のネットワーク参入の作業をおおむね終了した。なお、商学部学生読書室のネットワーク参入は
諸般の事情から、2002年夏頃となる見込みである。
これを契機として、各学生読書室を所管する各学部のご理解とご協力により、2002年4)=1より、ネットワーク参入作業を終
了した各学部学生読書室の利用規則の共通化(利用対象者を4学部の学部学生および系統大学院学生とした共通利用)
がはかられ、さらに6月より、学部の枠をとり、全学の学部学生、大学院学生、教職員に対して、貸出を含めた共同利用を認
めることとなった。
「統合マルチアーカイピングサービスJ(IMAS)の充実と図書館情報環境の整備
2001年4月より本格運用を開始した「統合マルチアーカイビングサービスJ(IMAS)では、まず、「フィジカルアーカイブ」にお
いて中央図書館研究図書コレクションのうち、比較的利用頻度の低下した洋書約8.9万一附およびその他洋書など3.7万冊の
計12.6万冊について地下3階アーカイブへの収蔵作業を完了した。またそれにともなう中央図書館地下1階および地下2階
研究書庫の再配置作業を2002年3月に終了した。2002年度においては、各キャンパス図書館所蔵資料のうち約8万冊を収
蔵の予定である。今後、焦眉の課題となっている収蔵スペースの狭院化については、IMASフィジカルアーカイブの整備とあ
わせて本庄分館の再整備も視野にいれた再検討をはかる時期にきている。
また、「デジタルアーカイブ」については、2000年度より継続的に「西垣文庫J["洋学文庫」や古文書資料など中央図書館
貴重資料コレクションより段階的に電子化をすすめており、2002年度以降もこうした電子コンテンツの充実をはかる所存である。
今後ともlMASの充実をはじめとして、利用者の多様な要求にこたえるために、情報アクセス手段の充実につとめたい。
ネットワークを利用した学前附育報資源の提供の拡大にともない、図書館はインターネット対応PCの設置などを実施してきたが、
2001年度においては中央図書館およびキャンパス図書館施設内に持ち込みPCによるネットワーク利用に対応して情報コン
セントを総計33口増設した。今後も、状況をみながら施設面でも充実を期したい。
3 
